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要旨  
 
 本博士論文研究は、学校教育現場における子どもの“仲間との社会的相互交
渉”および“授業参加行動”について、その実態調査を行った上で、学級規模・
個別の Positive Behavior Support (PBS; 以下、積極的行動支援とする ) を教
師と協働で実施し、その効果を検証したものである。積極的行動支援は、応用
行動分析  (applied behavior analysis) を主な実践上の基盤として、問題行動
を低減し、適切な行動を伸ばす支援を持続的にシステムとして  (多層支援で ) 
行うアプローチである。  
現在、日本の小中学校の通常学級には、学習面または行動面に著しい困難を
抱える児童生徒が約 6.5%在籍している  (文部科学省 , 2012)。これら通常学級
において困難を抱える児童への対応が全国的に求められる中で、各自治体では
大学等の外部専門機関と連携し、専門性の高い教育的支援を行っている。本博
士論文研究も、A 市特別支援事業による大学―教育委員会―学校の連携の下、
筆者が応用行動分析を専門とする外部専門家として小学校に入り、教師と協働
して支援の実践研究を行ったものである。本博士論文研究の目的は、小学校通
常学級において“仲間との社会的相互交渉”および“授業参加行動”に困難を
抱える児童が多いことから、(1)これらの行動の実態を行動観察によって明らか
にし、(2)日本の教育現場に適した学級規模・個別の積極的行動支援を教師と協
働で行い、その効果を検証することであった。  
 本博士論文の研究 1～3 (第 2 章 ) では、児童の仲間との社会的相互交渉に焦
点を当てた。研究 1 では実態調査として、小学校の休み時間における児童 14 名  
(小学 1～3 年生 ) の仲間との社会的相互交渉の行動観察を行った。その結果、
特別支援学級在籍児童は仲間との社会的相互交渉がほぼ見られないこと、通常
学級に在籍していても仲間との社会的相互交渉があまり見られない児童が複数
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いることが明らかとなった。  
研究 2 では、仲間との社会的相互交渉に困難を抱える児童が一つの学級に複
数いることから、児童がお互いの向社会的行動を報告しあう学級規模の
Positive Peer Reporting を、教師と協働して小学 4 年生 2 学級  (計 63 名 ) に
導入し、統制学級  (計  62 名 ) との比較により効果を検討した。その結果、介入
前の社会的スキル得点が低～中程度であった児童の社会的スキル得点と、学校
肯定感の平均得点に増加傾向が見られた。さらに行動観察の結果からは、仲間
関係が気になると教師報告があった児童 2 名と、介入学級に交流に来ていた特
別支援学級在籍児童の、仲間との社会的相互交渉が増加した。研究 2 の課題と
して、もとより社会的スキルの低い児童への効果が比較的低かったことが挙げ
られ、より個別化した支援の必要性が示唆された。  
そこで研究 3 では、仲間との社会的相互交渉に最も配慮を要する自閉症スペ
クトラム障害のある児童  (小学 4 年生 ) と、その通常学級の仲間 3 名の社会的
相互交渉を促進する個別の積極的行動支援を行った。機能的アセスメントに基
づき、休み時間に対象児と仲間がともに遊ぶ機会を設定し、さらに社会的スキ
ル訓練を行った。その結果、対象児と仲間の社会的相互交渉が増加し、仲間か
らの働きかけに対する対象児の反応率が改善した。また、通常学級に対象児が
交流に行った際の、対象児の他の児童との社会的相互交渉および授業参加行動
が増加した。  
研究 4～5A・B (第 3 章 ) では、児童の授業参加行動に焦点を当てた。研究 4
では実態調査として、通常学級の児童 86 名  (小学 1、3 年生 ) の授業参加行動
について行動観察を行った。その結果、一つの学級に支援が必要と考えられる  
(授業参加率の低い ) 児童が複数名在籍すること、授業参加行動に随伴したフィ
ードバック  (教師の言語賞賛など ) が少なく、授業逸脱行動に随伴して教師の
注目が与えられがちであることが示唆された。  
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よって研究 5A では、児童の授業参加行動に対する教師 3 名の言語賞賛が増
えるよう支援し、それによって各学級の児童  (小学 1、3 年生、計 85 名 ) の授
業参加行動を促進する学級規模の積極的行動支援を行った。教師に対して、児
童の授業参加行動への言語賞賛を標的とした自己記録手続きを導入した。その
結果、教師の授業中の言語賞賛回数が増え、それとともに学級全体の授業参加
率が増加した。しかし、授業参加率が低いままの児童  (発達障害のある児童含
む ) が、各学級に約 2 名見られ、これらの児童への個別支援の必要性が示唆さ
れた。  
そこで研究 5B では、研究 5A の学級支援では授業参加率が増加しなかった
自閉症スペクトラム障害のある児童  (小学 1 年生 ) に対し、機能的アセスメン
トに基づく個別の積極的行動支援を学級支援と並行して行った。教師が日常的
に、授業を行いながら、教室内で学級支援と並行して個別支援を実施した。教
師が対象児を支援することを、小型機器によるプロンプトとフィードバックを
導入することで支援した。その結果、教師の対象児への支援行動が増え、それ
とともに対象児の離席行動は減少し、授業参加行動が増加した。さらに、教師
は研究 5A の学級支援を維持しながら、個別支援を行うことが可能であった。  
以上、6 つの研究を通じて、小学校通常学級において仲間との社会的相互交
渉および授業参加行動に困難を抱える児童へ、教師と協働した学級規模・個別
の積極的行動支援を日常的に持続して行い、その効果を実証することができた。
本博士論文研究は、より多くの児童に対して効果的な教育的支援を行うための
モデルとして、教育現場における実践に貢献できると考えられる。  
 
